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カルバート詳細設計照査フローチャート

現 地 踏 査

設 計 計 画

照査計画の策定 照 査 技 術 者

委 託 者 受 託 者

契 約

設 計 計 画 原 案

主 任 担 当 員 照査状況の把握
及び条件指示担 当 員

 照査項目一覧表

報告①（基本条件の照査）

主 任 担 当 員
条 件 指 示 ・ 貸 与 第 1 回 打 合 せ

担 当 員
 業務計画書（調査計画、照査計画、工程表を含む）

構造細目の照査

報告②（細部条件、構造物細目の照査）

照 査 ① 基本条件の照査 照 査 技 術 者

照査項目一覧表

 照査報告書等

  （照査①～③及び設計調書を含む）

照 査 ② 細部条件、 照 査 技 術 者

主 任 担 当 員 照査状況の把握
及び条件指示担 当 員

照査項目一覧表、設計調書

照査項目一覧表、設計調書

概 要 整 理

設 計 計 算 書

注記 １．照査①の段階より、設計条件打合せ簿の有効活用を図る。

照 査 ③ 照 査 技 術 者

照査報告書作成

主 任 担 当 員
担 当 員

照査状況の把握

数 量 計 算 書

施 工 計 画 書 等

３．委託者への照査の報告は、中間打ち合わせ時やEメール等を活用して報告する。

一 般 図 作 成

交 差 物 件 協 議

成果品提出・検査

受託者が実施する照査関連事項

報告③（成果品の照査及び設計調書）

設計調書の作成 照 査 技 術 者

２．工程に関わる照査・報告①②③の時期は、業務計画書提出時に打ち合わせにより設定する。

詳 細 図 作 成

数 量 算 出

施 工 計 画
成 果 品 の 照 査

設 計 計 算 書 、 設 計 図
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業 務 名 ：

委 託 機 関 ：

受 託 者 名 ：

照査の日付：

カ ル バ ー ト 詳 細 設 計

基　本　条　件　の　照　査　項　目　一　覧　表

（　照　査　①　）

受託者印

照査技術者 管理技術者
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

1 設計の目的、主旨 1) 業務の目的、内容を理解したか。 業務計画書

2 貸与資料の把握 1) 貸与資料の不足、追加事項があるか。 業務計画書
2) 貸与された資料は最新版か確認したか 〃
3) 事務所、物件毎に統一された基準、要領等があるか。 〃

3 現地踏査結果 1) 地形、地質、土地利用等現地状況を把握したか。（貸与資料との整合 打合せ資料
性も含む）

2) 交通状況、道路状況、河川状況を把握したか。 〃
3) 環境状況（騒音、振動等）を把握したか。 〃
4) 支障物件の状況を把握したか。（電力線、地下埋設物を含む） 〃
5) 施工時の留意事項を把握したか。（後述の７，地形条件も参照） 〃
6) 隣接する家屋等の調査は必要ないか。（振動影響なども考慮） 〃
7) 仮設の要否を意識して踏査したか。 〃
8) 既設カルバート・接続構造物の損傷状況・健全度は確認したか。 〃

4 設計基本条件 1) 使用すべき設計基準は把握したか。 設計図書・打合せ資料

2) 構造形式の選定は適正か。（経済性、安全性、施工性、景観性、 〃
総合評価等）　特に、予備設計成果との整合は図られているか。

3) 従来型カルバートの適用範囲か。 〃
4) 標準設計の適用方法は可能か。 〃
5) プレキャスト製品の適用は可能か。 〃
6) 設置位置、延長、交角の検討を行う必要があるか。 〃
7) 道路規格、カルバートの重要度は確認しているか。 〃
8) 荷重条件（設計時、施工時）は適正か。 〃
9) 特殊荷重の位置、大きさは確認したか。 〃

10) 施工条件の基本は確認したか。（時期、スペース、環境、交通条 〃
件、安全性の確保、近接施工）

11) 施工時の掘削斜面の安定性など、掘削勾配は標準掘削勾配の 〃
適用が可能か。

12) 塩害に対する検討は必要か。 〃
13) 関連する設計と整合がとれているか。 〃
14) 踏掛版の要・不要の確認。（H21カルバート工指針P129参照） 〃
15) 土被りの条件は妥当か、土被りの変化が大きい箇所での断面変 〃

化は考慮する必要はあるか。

提 示 資 料

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①
No 項 目 主 な 内 容
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

16) 市販ソフトが適用可能な構造・基礎・土被りか。（プログラム等） 設計図書・打合せ資料

17) 測量調査の不足はないか。基準点やベンチマークに問題はないか。 〃
18) 地下埋設物・占用物件に関して、調査や整理がされているか。 〃
19) 凍上対策の必要性は確認したか。 〃

5 幾何構造、線形条件 1) 幅員構成、幅員変化、平面線形は適正か。 設計図書・打合せ資料

2) 平面線形、縦断線形を変更した場合、有利となる事はないか。 〃
3) 座標系と基準点は適正か。 〃
4) 横断勾配、舗装厚は確認出来るか。 〃
5) 地覆、高欄形状について打合せされているか。 〃
6) 排水工は適正か。 〃

6 地盤条件 1) 土質定数の設定は妥当か。 設計図書・打合せ資料

2) 支持力、地盤バネ値の設定は妥当か。 〃
3) 水位、水圧の評価は妥当か。 〃
4) 軟弱地盤として検討する必要性を確認したか。 〃
5) 支持層の設定位置は妥当か。（支持層傾斜の懸念はないか） 〃
6) 縦断方向のすべりに対する対策は必要か。 〃
7) 軟弱地盤の場合、沈下検討に必要な調査は行われているか。 〃
8) 地質調査孔の位置、高さ、箇所数は妥当か。 〃

7 地形条件 1) 用地境界は確認したか。 設計図書・打合せ資料

2) 施工ヤードスペースは確認したか。（重機組立等） 〃
3) 資機材運搬路は確保できるか。（杭材等） 〃

8 使用材料 1) 使用する材料の規格（市場性、経済性を含む）及び許容応力度の 打合せ資料
確認をしたか。 （鋼、コンクリート、PC等）

2) 特殊材料を使用する場合、供給条件は確認したか。 〃

9 環境及び景観検討 1) 環境及び景観検討の必要性、デザインコンセプト、範囲等は理解したか。 打合せ資料
2) 環境及び景観検討の具体的方法、作成すべき資料等は明らか 〃

となっているか。
3) 水質汚濁について検討する必要があるか。 〃

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ①
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

10 関連機関との調整 １） 関連機関と委託者との調整内容を確認したか。 関連機関との協議資料

・道路管理者 〃
・河川管理者 〃
・許可工作物管理者 〃
・用排水路管理者 〃
・漁業組合 〃
・森林管理者 〃
・上下水道管理者 〃
・ガス 〃
・電線電話線管理者 〃
・民間企業の電線管理者 〃
・鉄道 〃
・警察 〃
・消防 〃
・地権者及び地元町内会等 〃
・自然保護団体 〃
・その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 〃

2) 北海道公害防止条例の適用区域及び規制値を確認したか。 〃
3) 協議を要する法的規制区域の管理者との調整内容を確認したか。 〃

（保安林、埋蔵文化財等）
4) 占用者との調整内容について確認したか。 〃
5) 土砂の処理場、または土取場の位置、規模は確認したか。 〃

11 コスト縮減 1) 概略・予備設計において提案された「コスト縮減設計留意書」 打合せ資料
について確認したか。

12 建設副産物対策 1) 概略・予備設計において提案された「リサイクル計画書」 打合せ資料
について確認したか。

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ①
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（追加項目記入表） カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の日付や結果等を記入する。）

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ①
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業 務 名 ：

委 託 機 関 ：

受 託 者 名 ：

照査の日付：

カ ル バ ー ト 詳 細 設 計

細　部　条　件　の　照　査　項　目　一　覧　表

（　照　査　②　）

受託者印

照査技術者 管理技術者
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

1 躯　　　体 1) 適用基準は正しいか。 設計図書・打合せ資料

2) 本体長、伸縮目地の決定方法は適正か。 〃
3) 斜角のつく場合の考慮をしてあるか。（斜角部の設計方法） 〃
4) 軟弱地盤の場合、内空断面の余裕は考慮しているか。 〃
5) 使用目的に応じた内空断面が確保されているか。 〃
6) 位置は適切か。形状寸法の基本的統一は図られているか。 〃
7) 塩害対策を考慮しているか。 〃
8) 裏込め土、埋戻し土の種類と土圧係数は妥当か。 〃
9) 軟弱地盤に構築される場合の鉛直土圧係数は妥当か。 〃

（地盤改良・杭基礎・高盛土などの場合）
10) 継ぎ手形状の選定・防水工は適切か。 〃
11) 施工方法は検討しているか。（運搬路、施工方法と順序、施工ヤ 〃

ード、施工スペース等）
12) 使用材料は妥当か。 〃
13) 地下水の変動は確認したか。 〃
14) 排水は考慮されているか。 〃
15) 踏掛版設置の有（形状、寸法）無は適正か。 〃
16) ハンチを付さない場合、その対策はしてあるか。 〃
17) ウイング形状寸法は、指針（P134）の条件を満足するか。 〃
18) 管理上の問題は残されていないか。（道路、水路等） 〃
19) カルバート部の流れの形態は水理条件を満たしているか。 〃

2 基礎構造 1) 適用基準は正しいか。 設計図書・打合せ資料

2) 構造図と柱状図との位置関係は妥当か。 〃
3) 基礎形式、寸法は妥当か。 〃
4) 杭の場合、杭種、杭径等は適正か。 〃
5) 支持層への根入れは妥当か。 〃
6) 支持力、地盤バネ値の設定は妥当か。 〃
7) 地盤から決まる許容支持力は妥当か。 〃
8) 液状化は問題ないか。 〃
9) 軟弱地盤の場合、側方移動、圧密沈下量、杭のネガティブフリクショ 〃

ンの照査を行ったか。
10) 近接施工の問題はないか。 〃
11) 設計理論と解析手法は妥当か。 〃

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

カ－9



カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

12) 施工方法は配慮しているか。（運搬路、施工方法と順序、施工ヤ 設計図書・打合せ資料

ード、施工スペース等）
13) 使用材料は妥当か。 〃
14) 構造細目は妥当か。（鉄筋かぶり、ピッチ、継手、杭頭処理等） 〃
15) 埋設物との取合いは問題ないか。 〃
16) 地盤改良や置き換えの必要性を確認したか。 〃
17) 地盤改良強度の設定は適切か。 〃
18) 構造上支障をきたす不等沈下はないか。 〃
19) 耐震設計上の基盤面、地盤面は適切か。 〃
20) 土質定数は妥当か。 〃
21) 沈下の大きい場所での特別な処置（段落ち防止枕等）は考慮して 〃

いるか。

3 耐震検討 1) 耐震検討の必要性は検討したか。 設計図書・打合せ資料

2) 耐震検討は妥当か。（地盤種別、水平震度等） 〃
3) 重要度に応じた要求性能を満足しているか。 〃

4 仮設構造物 1) 仮設構造物詳細設計照査要領による。 打合せ資料

5 その他 1) 埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に 設計図書・打合せ資料

反映されているか。

6 施工計画 1) 施工時期の設定は妥当か。（サケ、マス等の遡上時期や農作物の 設計図書・打合せ資料

収穫時期への影響など関係機関と協議しているか）
2) 他工事との整合がとれた施工手順であるか。施工ヤードは確保 〃

できるか。
3) 打合せ事項は反映されているか。 〃
4) 資材調達は一社独占とならないか。（複数メーカーによる供給が可能 〃

か）
5) 濁水処理の検討は適切か。 〃
6) 工事用進入路、施工ヤードに課題はないか。 〃

7 環境及び景観検討 1) 環境（騒音、振動）面の対応は妥当か。 打合せ資料

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ②
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

8 コスト縮減 1) 新技術情報システム及び、NETISに登録されている新技術・新工法に 打合せ資料
ついて北海道の採用実績等も含めて可能性を検討したか。

2) コスト縮減の検討を行ったか。 〃

9 建設副産物対策 1) 建設副産物の処理方法は適正か。 打合せ資料

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ②
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（追加項目記入表） カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ②
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業 務 名 ：

委 託 機 関 ：

受 託 者 名 ：

照査の日付：

カ ル バ ー ト 詳 細 設 計

成　果　品　の　照　査　項　目　一　覧　表

（　照　査　③　）

受託者印

照査技術者 管理技術者
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

1 設計計算書 1) 打合せ事項は反映されているか。 設計計算書
2) 安定計算結果は許容値以内か。 〃
3) 設計断面位置の取り方は正しいか。 〃
4) 縦方向の検討は不要か。 〃
5) 許容応力度の設定は正しいか。 〃
6) 隣接工区との整合はとれているか。 〃

2 設計図 1) 縮尺は共通仕様書、設計図書と整合しているか。 設計図書
2) 一般図に必要な事項を記載しているか。（設計条件、地質条件等） 〃
3) 平面図に必要な工事内容が明示されているか。 〃
4) 使用材料の種類・規格等は明記されているか。 〃
5) 施工時の留意事項等の特記が解り易く明示されているか。 〃
6) 図面が明瞭に描かれているか（構造物と寸法線の使い分け等） 〃
7) 各設計図がお互いに整合しているか。 〃

・平面図と縦断図（チェック図面を提示すること）
・構造図と配筋図（チェック図面を提示すること）
・構造図と仮設図（チェック図面を提示すること）

8) 設計計算書の結果が正しく図面に反映されているか。（特に応力 〃
計算、安定計算等の結果が適用範囲も含めて整合しているか）
・部材厚、幅、奥行き
・鉄筋（かぶり、径、ピッチ、使用材料、ラップ位置、主鉄筋の定着
　長、段落とし位置、ガス圧接・機械式継手位置、塗装の要否、
　配筋要領）
・鋼材形状、寸法
・使用材料
・その他

9) 打合せ事項は反映されているか。 〃
10) レイヤ分けなどCAD製図基準に準じているか。 〃
11) 凍上対策は考慮されているか。 〃

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③
No 項 目 提 示 資 料主 な 内 容
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

3 数量計算書 1) 数量計算は数量算出要領及び打合せ事項と整合しているか。 数量計算書
（工種分類、有効数字、位取り、単位、区分等）

2) 数量計算に用いた寸法、記号は図面と一致するか。 〃
3) 工事数量総括表が正しく整理されているか。 〃
4) 数量取りまとめは、数量算出要領及び打合せ事項にあわせてまとめ 〃

られているか。また、転記ミスや集計ミスはないか。
5) 数量計算の根拠となる資料（根拠図等）は作成しているか。 〃
6) 施工に際する必要資材は計上しているか。 〃
7) 使用する材料の規格及び強度等は記入されているか。 〃
8) 施工を考慮した数量計算となっているか。 〃
9) 工種、種別、細目は工種別体系と一致しているか。 〃

10) 工種・細目ごとに数量計算の照査がなされているか。 〃
11) 見積が必要な項目について、見積もり条件、見積もり数量等は 〃

整理されているか。

4 施工計画検討 1) 施工方法、施工手順は妥当か。 施工計画書
2) 施工ヤード、施工スペースは妥当か。 〃
3) 工事用道路、仮排水等の計画は妥当か。 〃
4) 複数年施工の場合、暫定形状の検討は行ったか。 〃

また、完成計画との整合はとれているか。
5) 施工時の道路、河川等の切り廻し計画は適正か。 〃
6) 濁水処理の検討は適切か。 〃
7) 施工形態に合った機械の種類、規格は妥当か。 〃
8) 安全性（仮設も含めて）が配慮されているか。 〃
9) 経済性（仮設も含めて）が配慮されているか。 〃

10) 関係法令を遵守した計画になっているか。 〃
11) 工事中の周辺環境への影響は配慮されているか。 〃
12) 資材調達は、１社独占とならないか。 〃

（複数メーカーによる供給が可能か）

5 設計調書 1) 設計調書の記入は適正になされているか。 報告書

照 査 ③

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

提 示 資 料No 項 目 主 な 内 容
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カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）

6 報告書 1) 報告書全体の構成はわかりやすく整理されているか。 報告書
2) 業務概要は適切に記載されているか。 〃
3) 設計条件の考え方は整理されているか。 〃
4) 比較、検討の結果が解りやすく整理されているか。 〃
5) 概算工事費の算出はなされているか。 〃
6) 施工手順を明記しているか。 〃
7) 工事発注に際しての留意事項、注意事項及び指定すべき仕様・ 〃

条件等が記載されているか
8) 抜粋した資料や適用基準値を技術指針等によ引用している場合、 〃

出版図書名及び頁を明記しているか。
9) 設計で使用した既存成果や資料が添付されているか。 〃

10) 過年度の調査や設計の経緯が記載されているか。 〃
11) 協議事項は適切に反映されているか。 〃

7 建設副産物 1) リサイクル計画書を作成しているか。 リサイクル計画書

8 改正土壌汚染対策法 1) 全体計画における土地の形質の変更面積が3,000m2以上であるか 報告書
確認し、確認結果を報告書に記載したか。

2) 一定規模（3,000m2以上）の土地の形質の変更に該当する場合、 〃
土壌汚染対策法第4条に基づく届出が必要であることを報告書に
明記したか。

9 ＴＥＣＲＩＳの登録 1) ＴＥＣＲＩＳの登録を行ったか。 登録内容確認書

10 成果品 1) 契約時の提出成果品一覧表と整合しているか。 成果品

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

No 主 な 内 容 提 示 資 料
照 査 ③

項 目
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（追加項目記入表） カルバート詳細設計
備 考

対象 照査 （照査の結果や確認事項を記入する。）
No 項 目 主 な 内 容 提 示 資 料

照 査 ③

成果品の照査項目一覧表（様式－３）
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級

ｍ ス パ ン 割 距離

受 託 会 社 名

カ ル バ ー ト 詳 細 設 計 調 書 1 7
業 務 名 委 託 機 関

路 線 種 別 函 渠 の 種 別 管 理 技 術 者
路 線 名

照 査 技 術 者
施 工 箇 所 km ｍ 函 渠 の 縦 断 勾 配 I= 年

層 数
％ 平成

道 路 と の 交 角 連 数 交 通 区 分 交通
月 日

道 路 規 格 第 種
作 成 年 月 日

計 画 交 通 量 台/24h （大型車一方向

縦 断 勾 配 ％

年度 台 大 型 台/12h 道 路 平 面 線 形
km/h 設 計 活 荷 重

幅 員
構 成

全 幅 員

重 要 度

台） 設 計 速 度

設計震度 地盤種別
塩 害 対 策 区 分

横 断 勾 配 ％ 特 殊 荷 重

延 長

道
路
条
件

交 通 量 平成

ｍ

計画洪水流量

km

ｍ３/sec 計 画 高 水 位
有 効 幅 員 ｍ 河 川 管 理 者 河川改修計画

種 別 / 名 称

ｍ中 央 帯 ｍ 中央分離帯 ｍ
ｍ 計 画 河 床 高

基 礎

適 用 基 準 年 度 余 裕 高 ｍ

予 備 設 計 平成 地 質 調 査

構 造 形 式
躯 体

一
　
　
般
　
　
形
　
　
状
　
　
図

概略正面図

協 議 機 関 名

隣
接
物
件

河 川 名

年度
概略断面図

年度済

カ－18



( / )

注1) 断面計算に用いる荷重は、ラーメン軸線の外側の荷重を無視してよい。
注2) 内空幅6ｍ、内空高さ5ｍを超えるカルバートは剛域を考慮する。 

本 体 斜 角 （度） 斜め方向を支間とした検証を行う必要があるか

7カルバート詳細設計調書（設計条件表） 2

形
　
　
状

１ ブ ロ ッ ク の 長 さ Ｌ(ｍ)

内 空 幅

標準（基準）など

底 版 厚 さ (cm)

設　　計　　断　　面　　№

内 空 高 さ Ｈ(ｍ)
Ｂ(ｍ)

一般に15ｍ以下、15ｍ以上は縦方向の検討必要

最小30cm、10cm単位

側 壁 厚 さ (cm)

頂 版 厚 さ (cm)

最小30cm、10cm単位

最小30cm、10cm単位
最小30cm、10cm単位

荷
　
　
重
　
　
条
　
　
件

単 位 体
積 重 量

鉄筋コンクリート (kN/m3)
化粧版、面壁な (kN/m3)
舗 装 ・ 路 盤 な ど (kN/m3)
土 被 り (kN/m3)

中 壁 厚 さ (cm)
設 計 土 被 り 高 さ Ｈo(ｍ)

通常24.5kN/m3   水中14.5kN/m3

ｱｽﾌｱﾙﾄ22.5kN/m3   礫質土20kN/m3   砂質土19kN/m3

 粘性土18kN/m3   水中の土砂は9kN/m3を差し引く

後 輪 荷 重 Pv1(kN/㎡)
活
荷
重

地 表 載 荷 重 ｑ(kN/㎡)

衝 撃 係 数 ｉ
前 輪 鉛 直 荷 重 Pv2(kN/㎡)

土かぶり4ｍ以上は10kN/㎡
地表載荷重の水平力 ｑh(kN/㎡) ｑh=ｑ･ko=5kN/㎡

1ｍ以下の土被りかつ内空幅4ｍ以上1.0、その他0.9
土かぶり4ｍ未満0.3

後輪１個100kN
前輪１個25kN

道路用かルバートの場合

活 荷 重 の 低 減 係 数 β

路 面 雪 荷 重 Sw(kN/㎡)
考慮する場合10年確率積雪深 γs=3.5kN/m3

前 輪 水 平 荷 重 Ph(kN/㎡)

考慮する路線の場合1kN/㎡
ｶﾙﾊ ﾞｰﾄ内の活荷重 Pw(kN/㎡)

雪荷重（斜面積雪など） Sw(kN/㎡)
設
計
震
度

地 震 時 の 選 択 理 由

設 計 震 度 の 標 準 値 kho
地 域 別 補 正 係 数 Ｃｚ
設 計 震 度 ｋｈ

Ⅰ種=0.16   Ⅱ種=0.20   Ⅲ種=0.24（門形の場合）

門形の時

土被り0.5ｍ未満

支持力を検討するときに考慮する　γw=9.8kN/m3

A地域=1.0   B地域=0.85   C地域=0.7

温 度 変 化 の 影 響
考慮する場合底版下面からの高さ

ｶﾙﾊﾞｰﾄ内の水位の高さ hw(ｍ)
浮 力 ・ 水 圧 の 高 さ hu(ｍ)

鉛直土圧
鉛 直 土 圧 Ｐvd(kN/㎡)
土 圧 係 数 α 1.0～1.6間の該当値

単位体積重量 γ(kN/ｍ3)

水 平 土 圧 Ｐhd(kN/㎡)

翼 壁 設 計 時 の 土 圧

静止土圧係数 ko 一般的に0.5、アーチカルバート0.3水平土圧

静止土圧0.5

一般的に18kN/m3

踏掛版、左右非対称など

翼壁設計時の土圧係数 ko

特 殊 荷 重
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標準（基準）など

カルバート詳細設計調書（基礎条件表）
設　　計　　断　　面　　№

基 礎 形 式

液 状 化 の 判 定

支 持 層 ま で の 深 さ (ｍ)

支 持 層 の 傾 斜 (度)

直接基礎：砂質土Ｎ≧20、粘性土Ｎ≧10～15

底 面 摩 擦 係 数 μ

支 持 層 ま で の 地 質 と Ｎ 値 地質(Ｎ)
支 持 層 の 地 質 と Ｎ 値 地質(Ｎ)

粘 着 力 ｃ(kN/㎡)
基 礎 材 の 種 類 ・ 厚 さ 種類(ｍ) 切込み砕石、砕石、栗石

置 換 え の 有 無 ・ 範 囲

内 部 摩 擦 角 φ(度)

基礎材を用いた粘性土0.5

一般に無視
φ＝4.8ｌｏｇＮ１＋21、　Ｎ１＝170Ｎ／（σ′ｖ＋70）、ただしN＞5

地 震 時

岩盤0.7、れき層0.6、基礎材を用いた砂質土0.6

単 位 体 積 重 量 γs(kN/ｍ3)

ｑa(kN/㎡)
す べ り 止 め の 有 無

支持方式(支持杭・摩擦
杭 )

ｑa(kN/㎡)
許 容 支 持

力
常 時

常時の１．５倍

杭 選 定 理 由
L=

フーチングに5cm以上埋め込み。門形は別途

直
　
接
　
基
　
礎

カルバート勾配10％以上に考慮

杭
　
　
　
基
　
　
　
礎

杭 頭 結 合 法

D=

使 用 杭 種

杭 径 ・ 長 さ (ｍ)
杭 施 工 法 打込み、中堀り、プレボーリング

L= D= L=D=

杭 先 端 補 強 の 有 無
支 持 層 へ の 根 入 れ (ｍ)

バネ
常
数

水平方向地盤反力係数 kH(kN/ｍ3)
軸 方 向 バ ネ 常 数 kv(kN/ｍ3)

本 n=杭 本 数 ・ 列 数 N= 本 n= 列 N= 本 n= 列列 N=
突 出 杭 の 長 さ (ｍ)
先端極限支持力の算出法

許容支持力
常 時 Ｒa(kN/本)
地 震 時 Ｒa(kN/本)

許容引抜き力
常 時 Ｐa(kN/本) ボックスは検討しない。引抜き力を作用させない

地 震 時 Ｐa(kN/本) ボックスは検討しない。

許容変位量
常 時 δa(cm) 剛結合の場合15mm
地 震 時 δa(cm) 剛結合の場合15mm
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※　滑動、転倒に対しては一般的に検討しなくてよい。偏土圧など作用する場合に必要に応じて検討する。

4 7
設　　計　　断　　面　　№ 標準（基準）など

カルバート詳細設計調書（直接基礎計算結果表）

フーチング
下 面 で の
外 力

常 時

計 算 ケ ー ス

水 平 力 Ｈ(kN)

地震時

計 算 ケ ー ス

鉛 直 力 Ｖ(kN)

モ ー メ ン ト Ｍ(kN･m)

鉛 直 力 Ｖ(kN)

安
 

定
 

計
 

算
 

結
 

果

滑 動
安全率

常 時

決 定 ケ ー ス

安 全 率 F

Ｍ(kN･m)

水 平 力 Ｈ(kN)

Fa

地震時

決 定 ケ ー ス

許 容 値

モ ー メ ン ト

Fs=1.5

許 容 値 Fa Fs=1.2

安 全 率 F

転 倒
安全率

常 時

決 定 ケ ー ス

許 容 値 ea(cm)

e(cm)

安 全 率 e(cm)

ea=B/6

地震時

決 定 ケ ー ス

安 全 率

許 容 値 ea(cm) ea=B/3

支持力

常 時

決 定 ケ ー ス

許 容 値 ｑa(kN/㎡)

地震時

決 定 ケ ー ス

地盤反力度 ｑmax(kN/㎡)

許容支持力 Ｑa(kN)

地盤反力度 ｑmax(kN/㎡)

Ｑa(kN)

許 容 値 ｑa(kN/㎡)

許容支持力
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< < <

< < <

< < <

< < <

< < <

< < <
< < <
< < <
< < <

標準（基準）など
カルバート詳細設計調書（杭基礎計算結果表） 5 7

設　　計　　断　　面　　№

フーチング
下 面 で の
外 力

常 時

計 算 ケ ー ス

水 平 力 Ｈ(kN)

地震時

計 算 ケ ー ス

Ｈ(kN)

鉛 直 力 Ｖ(kN)

モ ー メ ン ト Ｍ(kN･m)

鉛 直 力 Ｖ(kN)

杭
　
　
計
　
　
算
　
　
結
　
　
果

杭 頭
変 位

量

常 時 決定ケース
変位量 δ(cm)

水 平 力
モ ー メ ン ト Ｍ(kN･m)

δ(cm)

鉛直力 Ｎ(kN/本)

Ｎ(kN/本)

地震時 決定ケース
変位量

軸方
向鉛
直力

常 時 決定ケース

地震時 決定ケース
鉛直力

軸 方
向 引
抜 き

力

常 時 決定ケース
引抜き力 Ｐ(kN/本)

地震時 決定ケース
引抜き力 Ｐ(kN/本)

応
力
度

曲 げ 圧 縮 応 力 度 σc(N/mm2)

杭 本 数 決 定 要 因
せ ん 断 応 力 度 τ(N/mm2)
曲 げ 引 張 応 力 度 σs(N/mm2)

Mm Mo Ｍm(kN･m)
Ｍo(kN･m)

1/2Mmax

Lb Lb(ｍ)

La
L1 La(ｍ)

L1(ｍ)
L3

L2

1/2Mmax L2(ｍ)

D1 or t1
L3(ｍ)

D3 or t3
D2 or t2

フ
ー
チ
ン
グ
結
合

部
の
応
力
度
検
討

垂 直 支 圧 σcv(kN/mm2)

引 抜 き せ ん 断 τvt(kN/mm2)
押 抜 き せ ん 断 τv(kN/mm2)

杭外周とｺﾝｸﾘｰﾄのせん断 τc(kN/mm2)

注) D1～D3は場所打ち杭の配筋、t1～t3は鋼管杭の肉厚、PHC杭の場合は種別を記入する。
常時σba=12N/mm2   地震時σba=18N/mm2

常時、地震時ともτa=0.9N/mm2

水 平 支 圧 σch(kN/mm2)

常時、地震時ともτa=0.9N/mm2

常時、地震時ともτa=0.9N/mm2

Ａ方法のみ 常時τac=0.14N/mm2 
地震時τac=0.21N/mm

2

常時σba=12N/mm2   地震時σba=18N/mm2

端部の水平押抜きせん断 τh(kN/mm2)
仮想断面ｺﾝｸﾘｰﾄの圧 σc(kN/mm2) 常時σca=8N/mm2、地震時σca=12N/mm2

常時σsa=160N/mm2、地震時σsa=300N/mm2仮想断面鉄筋引張り σs(kN/mm2)
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※主鉄筋中心かぶりは、頂版、側壁は壁100mm、底版は110mmが標準。
※τaは補正係数を考慮する。

断　面　配　筋 応    力    度
カルバート詳細設計調書（応力度計算結果・単断面）

設　計　断　面　№ 荷重状態、作用力 部　材　寸　法　　(cm)

中
央

端
部

Ｍ(kN･m)

Ｎ (kN)

頂
 
 
 
 

版

最小As= cm2
σc

＜

＜
配　　　筋　　　図

Ｍ(kN･m) 必要As= cm2

H=

b=

H d
σs

Ｎ (kN) As 設計As=

Ｓ (kN)

cm2
σc

b D × ctc ＜τ
cm2

d=

d=

b=

H=

＜
As

必要As= cm2

＜

最小As=

H d
σs

設計As= cm2

τ ＜Ｓ (kN) b D × ctc

側
　
　
壁

上
端

b=
Ｍ(kN･m)

H=
Ｎ (kN)

d=

最小As= cm2

b As 必要As= cm2

σc ＜

ctc

σs ＜

τ× ＜
設計As= cm2

d

Ｓ (kN) H D

cm2
σc ＜

中
央

b=

H=
Ｎ (kN)

最小As=

Ｍ(kN･m) b As 必要As= cm2

σs
設計As= cm2

τ ＜×

＜

H Dd=
d

ctc

下
端

b=

H=

Ｓ (kN)

最小As= cm2
σc ＜

Ｍ(kN･m) b As 必要As= cm2

設計As= cm2

τ ＜

σs

ctc

Ｎ (kN)
＜

d

D ×d=

b=

Ｓ (kN) H

H d

Ｎ (kN)
d=

底
　
　
版

中
央

b=
Ｍ(kN･m)

H=

端
部

Ｓ (kN)

最小As= cm2

As
必要As=

ctc ＜
cm2

×

設計As=
＜

σc ＜

σs
cm2

cm2

最小As= cm2

cm2

σc

τ

d

b D

＜

σs
Ｍ(kN･m) 必要As=

H=
Ｎ (kN)

τ

H

ctc ＜

As

D ×

設計As=

標準値：σck=24N/mm2   常時σca=8N/mm2   地震時σca=12N/mm2   常時τa=0.23N/mm2   地震時τa=0.35N/mm2   常時σsa=160N/mm2　 地震時σsa=300N/mm2

Ｓ (kN) d=

＜

b

6 7
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※主鉄筋中心かぶりは、頂版、側壁は壁100mm、底版は110mmが標準。
※τaは補正係数を考慮する。

応    力    度部　材　寸　法　　(cm) 断　面　配　筋荷重状態、作用力

頂
 
 
 
 

版

配　　　筋　　　図

側
　
　
壁

底
　
　
版

最小As=

7 7カルバート詳細設計調書（応力度計算結果・複断面）

中
央

Ｍ(kN･m)

設　計　断　面　№

H=

b= cm2
σc

cm2

＜

＜
Ｍ(kN･m) 必要As=

H= H d
Ｎ (kN) As 設計As=

中
壁
部

Ｓ (kN) d= ctc

端
部

b=

＜b D ×
cm2

τ

σs

最小As= cm2

As
必要As=H d ＜cm2

cm2

σc ＜

＜

σs
Ｎ (kN) 設計As=

d=Ｓ (kN) ctc τ

H d

×b D

b=
Ｍ(kN･m)

H=
Ｎ (kN)

d=

＜As
必要As= cm2

＜

最小As=

cm2

cm2
σc

τ×
設計As=

ctcＳ (kN) b D ＜

σs

上
端

b=
Ｍ(kN･m)

H=
Ｎ (kN)

d=Ｓ (kN)

最小As=

設計As=
×

cm2

b As 必要As= cm2
σc ＜

σs ＜

ctc τ ＜
cm2

H D
d

中
央

b=

H=
Ｎ (kN)
Ｍ(kN･m) b As 必要As=

＜×

＜cm2

σs

＜

D

cm2
σc最小As=

設計As= cm2

τ

Ｎ (kN)
Ｍ(kN･m)

Ｓ (kN) H

As

d=
d

＜

ctc

下
端

b=

H=
必要As=

cm2

τ

cm2
σc

＜×

cm2

＜

最小As=

σs

Ｓ (kN) D ctc

b

b=

d=

d=

H

×

d
H

設計As=

中
央

b=
Ｍ(kN･m)

H=
Ｎ (kN)

端
部

＜

Ｓ (kN)

As
必要As=

b

d σs ＜

最小As= σccm2

cm2

cm2

τctc
設計As=

D ＜

＜
Ｍ(kN･m) 必要As=

H=

最小As=
H

As 設計As= cm2

＜b τ

cm2

cm2

＜σs

σc
d

Ｓ (kN) d=

Ｓ (kN)

Ｎ (kN)

b=
Ｍ(kN･m)

d=
Ｎ (kN)

最小As= cm2

＜
必要As= cm2

＜

AsH= dH σs
設計As=

D ctc

ctcD ×

×

標準値：σck=24N/mm2   常時σca=8N/mm2   地震時σca=12N/mm2   常時τa=0.23N/mm2   地震時τa=0.35N/mm2   常時σsa=160N/mm2　 地震時σsa=300N/mm2

＜
cm2

端
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b τ
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